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公益財団法人日本内部監査研究所

第５回 内部監査学術研究発表大会
後援：一般社団法人日本内部監査協会

オンデマンド配信

2025 年 3 月 27 日（木）～ 2025 年 4 月 24 日（木）

　当研究所では、内部監査に関する学術研究の推進を目的とした事業の一環として、一般社団法人
日本内部監査協会が 2008 年以来実施してきた研究助成制度を 2021 年度から引き継いで実施して
おります。また 2021 年度から新たに懸賞論文制度を実施しております。両制度の対象者の皆様か
ら研究成果を発表いただく大会として、このたび「第５回内部監査学術研究発表大会」を開催いた
しました。

　本大会のうち、第２部 研究助成対象者報告内容の報告１・報告２について、ご執筆いただいた論
文を掲載いたします。第１部の内容については、『内部監査 No. ９』「第４回（2024 年度）懸賞論
文 審査結果」をご参照ください。
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大会プログラム（敬称略）
オンデマンド配信

2025 年 3 月 27 日（木）～ 2025 年 4 月 24 日（木）

開会挨拶
公益財団法人日本内部監査研究所　所長
辻　　正雄

第１部　懸賞論文授賞式及び懸賞論文受賞者報告
　報告１．内部監査における生成AI 活用の可能性と課題：効率性・有効性の向上と役割変革に向けた考察
　　　　　　安藤　光雄（ＪＣＯＭ株式会社　監査企画部）
　報告２．�コーポレートガバナンスの中枢を担いうる内部監査の高度化に向けて�

－委員会設置会社におけるその役割を見据えながら－
　　　　　　山田　結稀（明治大学法学研究科博士後期課程　明治大学法学部助手）

第２部　研究助成対象者報告
　�報告１．内部統制の開示すべき重要な不備開示後の監査報酬の趨勢　　
　　　　　　上野　　学（金沢学院大学経済学部経営学科　准教授）

　報告２．グローバル内部監査基準が日本企業に与える影響
　　　　　　齋藤　正章（放送大学教養学部教養学科　准教授）
　　　　
　報告３．損保ジャパンの拠点監査の高度化への取り組み
　　　　　　村田　大学（大原大学院大学会計研究科　准教授 (収録当時のプロフィールとなります )）

※所属先・役職名は大会開催現在です。
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内部統制の不備開示と監査報酬
－連続開示、開示からの回復に焦点を当てて－

上野　　学
（金沢学院大学経済学部 准教授・東北大学大学院経済学研究科 客員研究員）

１．目的

　本稿では内部統制報告制度に係る内部統制の開

示すべき重要な不備の記載に焦点を当てる。財務

報告に係る内部統制報告制度は 2008 年４月１日

から開始する事業年度から金融商品取引法をもと

に上場企業において導入された制度である。米

国で Enron 事件などを発端に導入された企業改

革法（Sarbanes-Oxley Act of 2002、以下、ＳＯ

Ｘ法と略す。）を範として、内部統制に関する経

営者の報告を求め、同時に会計監査人による内部

統制報告書監査の実施が義務付けた。その背景に

はわが国でも重大な不正事件ⅰがあり、それへの

対応が内部統制報告制度の法制化の後押しとなっ

た。

　内部統制報告制度において、内部統制の開示す

べき重要な不備（Material Weakness、以下 、「ＭＷ」

と略す。）が発せられることは、内部統制が有効

でないことを示す。このことは、監査人が企業の

内部統制を過信し、重要な虚偽表示リスクを低く

見積もる可能性を排除することにつながる。これ

は経営者による宣誓であるが、ＭＷを開示するに

あたっては、追認する監査人のコストも他に比し

て高くなると考える（上野（2014）） 。

　本稿は、ＭＷの開示が連続している企業を対象

に監査報酬との関係の解明を目的とする。連続し

て開示をしていればそのさなかも多くの監査報酬

が監査人に支払われ、米国を中心とする先行諸研

究もＭＷの連続開示は高い監査報酬の水準と有意

な正の関係性があるとしてきた。しかしながら、

本稿の実証分析の結果はそのような見解を支持す

るものとなっていない。その背景には訂正報告書

によるＭＷの開示にある。近年、数期にわたり連

続してＭＷの開示を行う企業が増えている。不正

を行った企業が、内部統制は「数期前も有効でな

かった」として影響の及ぶ期までＭＷを訂正報告

で遡及開示している。本稿はこの実態の影響が監

査報酬にどのように表れているかを実証し、ＭＷ

開示によって適切な監査資源の配分、手続量の調

整が行われているか否かを明確にする。

　以下、次節で先行研究について述べ、３節でリ

サーチデザインを示す。４節で結果を示し、５節

で追加検証をし、６節で結論を述べた上で本研究

の貢献を示す。

２．先行研究と仮説の導出

　先行諸研究では、連続したＭＷの開示企業の監

査報酬は他に比して高い、との結果を得、かつ、

ＭＷの開示から回復した企業の監査報酬はこれも

　報告論文　　
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他に比して高い、との結果を得ている（Hoag and 

Hollingsworth（2011）、Munsif et al. （2011））。

　監査報酬研究の嚆矢である Simunic（1980）は、

監査報酬は企業の事業規模、複雑性、負うリスク

で表されるというモデルを立式している。

　これに基づき、Raghunandan and Rama（2006）

において早期のＳＯＸ法によるＭＷ開示と監

査報酬の正の関係性が見いだされた。また、

Hogan and Wilkins（2008）では、ＭＷ開示と

Significant Deficiency（以下、ＳＤとする。重要

な不備、任意開示である）を監査報酬モデルに導

入し、両者とも監査報酬と統計的に有意な関係性

があるとした。ＭＷの方がより大きな影響を与え

ていると述べている。Hogan らが示した点で注

目すべきは４大監査事務所か否かが、監査報酬の

ＭＷの開示とかかわっており、結果として４大監

査事務所の方がより大きな影響を監査報酬にもた

らしているとした点である。

　Hoitash et al.（2008）では監査報酬と内部統制

上の不備開示、ＭＷとＳＤの監査報酬への影響の

違い、ＳＯＸ法 302 条項と 404 条項のそれぞれ

のＭＷ開示が監査報酬へ与える影響を観察した。

結果として、ＳＤは統計的に有意な関係性を監査

報酬とは見いだせず、404 条項は他に比して高い

水準の監査報酬をもたらすものの、302 条項の時

より低い水準で監査報酬との有意な関係性を持つ

ことを示した。

　また、Munsif et al.（2011）はＭＷ開示から回

復した企業の監査報酬について観察し、ＭＷ開示

から回復することは当然にリスクプレミアムが下

がり、監査報酬は下がるのではないか、と考えた。

しかし、ＭＷ開示から回復したのちも、監査報酬

は硬直的（stickiness）ⅱであり、高止まりを続け

るとの結果を得た。

　先に示した Hoag and Hollingsworth（2011）

は４期間のＭＷの開示と、ＭＷ開示後の４期間

（データ変数としては３期間分を分析）の回復過

程の監査報酬を観察した。３期間ＭＷを連続開示

した企業、３期間後までの回復過程にあった企業、

それぞれの変数はすべて正で有意となった。

　わが国でも藤原（2014）において同様の枠組

みの実証研究が行われている。藤原（2014）は

被説明変数に裁量的会計発生高を置き、継続企業

の前提の注記の影響をコントロールした上で、２

期連続してＭＷ開示をした企業を識別するダミー

変数を置いて回帰分析を行った。結果として、２

期連続のＭＷ開示企業は高い裁量的会計発生高

（絶対値）の水準となっていることが明らかとなっ

た。本稿ではこのような結果を予測できる結果は

得ていない。おそらくはサンプル期間の違いによ

ると考えられる。

　2009 年３月期、2010 年３月期、2011 年３月

期で、類似した分析を行ったのは上野（2014）

である。新規にＭＷを開示したサンプル、連続を

開示したサンプル、ＭＷから回復したサンプルと

もに、統計的に正で有意な関係を監査報酬との間

で確認できた。しかし、本稿のサンプルの分析が

示す結果は、大きくサンプルの様相が変わったこ

とを示している。

　先行研究をもとにすると議論は、以下の１、２、

３のように整理される。

１．�監査人は固有・統制リスクを認識し、発

見リスクを、監査リスクを抑えるために

一定程度低く設定する。

２．�固有・統制リスクが一定程度高い場合、

追加の監査手続を必要とする。その分が

監査報酬に上乗せされている。

３．�今回扱うサンプルの場合、多くが不正の

発見後に遡及的にＭＷの開示という監査

手続を増大させる開示を行った可能性が

高い。また、先行諸研究に則ると、ＭＷ

から回復してから数期間、監査報酬の水

準が他に比して高いことが示されている。
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　よって、 開示の初期、連続開示の結果として、

監査報酬が他と差異があるか、回復の過程におい

て監査報酬が他と差異があるかを仮説として設定

する。以下のとおり、帰無仮説として提示する。

仮説１：�ＭＷを連続開示している企業の監査

報酬水準は、そうでない企業、もし

くはＭＷから回復した企業と比べ統

計的に有意な差異がない。

仮説２：�ＭＷから回復した企業の監査報酬水

準は、そうでない企業、もしくは連

続開示をした企業に比べ統計的に有

意な差異がない。

３．リサーチデザイン

3.1 サンプルセレクション
　以下の条件でサンプルの抽出を行った。

・�2012 年１月期から 2018 年 12 月期までのわ

が国上場企業

・金融業（銀行、証券）に属していない

・�サンプル期間にわたって決算期変更を

行っていない

・共同監査を行っていない

・データに欠損がない

・上場廃止企業でないⅲ

　以上の条件で、17,107 企業年観測値を

得た。データは 2018 年６月期まで日経

NEEDS 一般企業データ及び日経企業基本

データから得、残りの期間は日経NEEDS 

Financial Quest 及び手入力で収集した。総

サンプルの中から、ＭＷの連続開示を行っ

た企業年、その後、回復した企業年を抽出

し、348 企業年を得た。ＭＷＴ（ＭＷ連続

開示企業群と回復企業群を１とし、それ以

外を０とする変数）を被説明変数においてその決

定要因でロジスティック回帰を行い、その期待値

を傾向スコアと定義し、傾向スコアが近い企業群

をマッチング（最近傍マッチング）した。

3.2　傾向スコアマッチング
　以下のモデルを用い、傾向スコアを算出、最近

傍マッチングを行うⅳ。

　標準的な傾向スコアを用い（ロジスティック回

帰モデルによる傾向スコアの算出）、傾向スコア

算定式は以下のような結果を得た。GROWTH、

Loss2 が非有意であるが、一定の決定要因を網羅

したモデルであると考えられ、適切なマッチング

ができると考える。

【表１】傾向スコア算定式（ロジスティック回帰）結果
Dependent ＝ MWT（N=17,107）Dependent ＝ MWT（N=17,107）

偏回帰係数偏回帰係数 z valuez value

（Intercept）（Intercept） -14.890 -0.008

LNMKVLNMKV -0.227 -4.601***

LNSubLNSub 0.443 5.638***

FOREIGNFOREIGN 0.340 2.856***

GROWTHGROWTH 0.003 0.081

D_ZsD_Zs 0.639 5.009***

Loss2Loss2 0.055 0.232

RTRCRTRC 3.123 2.491**

LNAGELNAGE -0.238 -2.99**

Fiscal Year-endFiscal Year-end
DummyDummy

Included

Null deviance: 3399.8  on 17106  degrees of freedom
Residual deviance: 3149.0  on 17015  degrees of freedom
AIC: 3333
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3.3　回帰式

　町田（2012） をもとに、標準監査報酬モデルを

導入し、そのモデルに検証変数を加えた。なお、

変数の定義はAppendix に記載している。

４．分析結果

4.1　記述統計量
　LNAsset（総資産の自然対数値）、LNSub（連

結子会社数＋１の自然対数値）、Liq（流動比率）

の各変数の標準偏差が大きい。これらの数値は大

きくばらついていることが示される。

　ＭＷＴ（処置）サンプルとコントロールサン

プルでは大きく違う部分は限られる。LNAF、

LNAsset、LNSub、RecInv、Loss、List、BIG4

は全体として処置サンプルの方が大きい。補足的

に平均値の差の検定を行い、処置サンプルとコン

トールサンプルの差の有意性を見た。LNAF が

処置サンプルとコントロールサンプルで有意に違

い、処置サンプルの方が、LNAFが大きいとの結

【表２】記述統計量（N ＝ 348）
VariableVariable MeanMean Std. dev.Std. dev. MinMin MaxMax

LNAFLNAF
0 3.4793.479 0.638 2.197 6.267

1 3.6193.619 0.629 2.197 6.254

LNAssetLNAsset
0 10.492 1.923 5.176 15.833

1 10.634 1.606 7.341 16.746

LNSubLNSub
0 2.362 1.119 0.693 5.878

1 2.415 0.948 0.000 5.342

RecInvRecInv
0 0.323 0.203 0.000 1.919

1 0.341 0.200 0.000 1.399

LossLoss
0 0.149 0.357 0.000 1.000

1 0.187 0.390 0.000 1.000

LiqLiq
0 2.0512.051 1.674 0.186 14.637

1 1.6711.671 1.175 0.183 14.019

GCGC
0 0.0320.032 0.175 0.000 1.000

1 0.0110.011 0.107 0.000 1.000

ListList
0 0.609 0.489 0.000 1.000

1 0.649 0.478 0.000 1.000

BIG4BIG4
0 0.6900.690 0.463 0.000 1.000

1 0.7930.793 0.406 0.000 1.000

＊平均値について、太字は 5％水準または 1％水準で有意差が認められたものである。
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果を得た。このことは処置サンプル（ＭＷ連続開

示かＭＷ開示から回復したサンプル）の方が、上

記の最近傍マッチングを行ったサンプル（コン

トロールサンプル）より大きいとの結果を得た。

Liq（流動比率）はコントロールサンプルの方が

良好であるとの結果を得た。これはＭＷ開示にか

かわるサンプルの方が、財務的安全性が低いこと

を示す証左である。ＧＣ（継続企業の前提に関す

る注記がある企業は１、それ以外は０とするダ

ミー変数）はコントロールサンプルの企業の方が、

継続企業の前提に関する注記をしているという結

果であり、多義的な結果である。短期間に急成長

した企業が含まれている可能性がある。BIG4（４

大監査事務所による監査であれば１、それ以外は

０のダミー変数）についてみると、４大監査事務

所の方が、処置サンプルである傾向が高いことが

示されている。他は有意性が見られなかったこと

から判断が難しい。

4.2　相関係数
　LNAF と、DMW4、DMW5、DMW6、FMW

１が正の有意な相関を示している。また、

DMW1が負で有意な相関を示している。このこ

とは以下にある重回帰分析の結果と整合してい

る。そのほか、多重共線性を疑う水準の相関係数

は見られない。

【表３】相関係数
LNAFLNAF DMW1DMW1 DMW2DMW2 DMW3DMW3 DMW4DMW4 DMW5DMW5 DMW6DMW6

LNAFLNAF 1

DMW1DMW1 -0.0802-0.0802 1

DMW2DMW2 -MW0.0274 -0.1154-0.1154 1

DMW3DMW3 0.0424 -0.0945-0.0945 -0.0945-0.0945 1

DMW4DMW4 0.07940.0794 -0.0758-0.0758 -0.0758-0.0758 -0.0621 1

DMW5DMW5 0.14860.1486 -0.0569 -0.0569 -0.0466 -0.0374 1

DMW6DMW6 0.1210.121 -0.0289 -0.0289 -0.0237 -0.019 -0.0143 1

FMW1FMW1 0.10140.1014 -0.0872-0.0872 -0.0872-0.0872 -0.0714 -0.0573 -0.043 -0.0218

FMW2FMW2 -0.0023 -0.0695-0.0695 -0.0695-0.0695 -0.057 -0.0457 -0.0343 -0.0174

FMW3FMW3 0.0172 -0.0569 -0.0569 -0.0466 -0.0374 -0.0281 -0.0143

FMW4FMW4 -0.0133 -0.0342 -0.0342 -0.028 -0.0225 -0.0169 -0.0086

LNAssetLNAsset 0.7560.756 -0.032 -0.0285 0.045 0.0605 0.0987 0.0588

LNSubLNSub 0.66640.6664 -0.0133 -0.0135 0.0292 0.0261 0.0748 0.0345

RecInvRecInv 0.0624 0.0234 -0.017 0.07480.0748 0.0454 0.0347 0.011

LossLoss -0.0888-0.0888 0.09960.0996 0.0492 -0.0655 -0.0099 -0.0046 -0.0382

LiqLiq -0.2094-0.2094 -0.0168 -0.0502 -0.0394 0.0088 -0.0186 -0.0184

GCGC -0.1378 -0.0179 -0.0179 -0.0413 -0.0331 -0.0249 -0.0126

ListList 0.44880.4488 -0.0128 -0.0128 0.0177 0.0173 0.0556 0.0301

BIG4BIG4 0.40580.4058 0.039 0.0282 0.07540.0754 0.0546 0.0587 0.0114
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4.3　検証結果
　すべての変数を導入した分析（表４左列）では

DMW5、DMW6、FMW1が正で有意な結果を得

ている。連続開示は遡及的に行われていることに

鑑みると、ＭＷの開示の最終局面にあたって、監

査手続量が増えている、また、ＭＷ開示から回復

した期は監査手続量が増えていると考えられる。

DMW1が負で有意になっているが、これは多義

的な結果である。

　FMW2から FMW4までは有意な結果を得られ

なかったことから、どのような影響があったかを

推し量ることはできない。わが国では、本研究の

枠組みを通じては、監査報酬の硬直性（stickiness）

は１期しか現れなかった。

　表４中央列の分析は DMW1 から DMW6 の

みでマッチングをしⅴ、分析を試みている。

DMW5、DMW6が正で有意な結果を得た。この

ことは、連続開示群と厳密にマッチングさせるこ

とで、連続開示数が大きく、かつ最後の期のみで

監査報酬が他に比して高い水準であることを示

し、 最もシビアな状況下で監査報酬が高い水準と

なることを示唆している。

　表４右列の分析は FMW1 から FMW4 のみで

マッチングをし、結果を析出している。しかしな

がら、マッチングは傾向スコアが０又は１の確率

を示したため、頑健な結果となっていない。不完

全なマッチングの元であるため、十全な結果とは

いえないが、FMW1のみが監査報酬が高い水準

FMW1FMW1 FMW2FMW2 FMW3FMW3 FMW4FMW4 LnAssetLnAsset LnSubLnSub RecInvRecInv

FMW1FMW1 1

FMW2FMW2 -0.0525 1

FMW3FMW3 -0.043 -0.0343 1

FMW4FMW4 -0.0259 -0.0206 -0.0169 1

LNAssetLNAsset -0.0172 -0.007 0.0011 -0.017 1

LNSubLNSub -0.0134 -0.0095 -0.0016 -0.0182 0.7628 1

RecInvRecInv -0.0088 -0.0297 -0.0104 -0.0488 -0.0166 0.0004 1

LossLoss 0.07610.0761 -0.0529 -0.0282 -0.0068 -0.2488-0.2488 -0.0958-0.0958 0.0189

LiqLiq -0.0731 -0.0277 -0.0423 -0.0204 -0.2281-0.2281 -0.1891-0.1891 -0.0787-0.0787

GCGC 0.0441 -0.0304 -0.0249 -0.015 -0.2538-0.2538 -0.096 0.0086

ListList -0.0131 0.0057 0.0373 0.0475 0.57050.5705 0.40220.4022 0.0328

BIG4BIG4 0.0016 -0.0127 0.0184 -0.0391 0.36220.3622 0.21970.2197 0.0331

LossLoss LiqLiq GCGC ListList BIG4BIG4

LossLoss 1

LiqLiq -0.0397 1

GCGC 0.25080.2508 0.10240.1024 1

ListList -0.3073-0.3073 -0.1129-0.1129 -0.1729-0.1729 1

BIG4BIG4 -0.1118-0.1118 -0.0735 -0.1383-0.1383 0.28720.2872 1

＊太字は 5％水準または１％水準での有意であることを示す。
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となっている。

　以上より、監査報酬の硬直性（stickiness）は

わが国では１期しか確認できないことが示されて

いる。

５�．追加検証―４大監査事務所の監査か否
かでサンプルを分けた分析

　Hogan and Wilkins（2008）が示したように、

監査報酬とＭＷの関係性は４大監査事務所か否か

で大きく変質する可能性がある。本稿はサンプル

抽出した時点から、４大事務所か否かでサンプル

を分けて再度傾向スコアマッチングを再度行い、

【表４】回帰結果

　
Dependent=LNAFDependent=LNAF

coefficientcoefficient t-valuet-value coefficientcoefficient t-valuet-value coefficientcoefficient t-valuet-value

（Intercept）（Intercept） 0.942 4.438*** 0.893 3.917*** 0.993 2.244**

DMW1  DMW1  -0.137 -2.617*** -0.147 -2.805***

DMW2  DMW2  0.000 -0.004 -0.012 -0.247

DMW3  DMW3  0.061 1.042 0.004 0.066

DMW4   DMW4   0.111 1.572 0.076 1.062

DMW5    DMW5    0.206 2.194** 0.158 1.624

DMW6    DMW6    0.550 3.171*** 0.510 3.000***

FMW1    FMW1    0.331 5.134*** 　 0.205 2.745***

FMW2  FMW2   0.102 1.317 　 -0.007 -0.083

FMW3    FMW3    0.039 0.42 　 -0.062 -0.600

FMW4 FMW4     0.055 0.374 　 -0.027 -0.165

LNAsset  LNAsset  0.229 11.957*** 0.217 9.951*** 0.199 4.940***

LNSub LNSub 0.105 4.202*** 0.099 3.415*** 0.116 2.294**

RecInvRecInv 0.128 1.519 0.150 1.399 0.752 3.477***

Loss Loss    0.106 2.476** 0.065 1.356 0.266 2.940***

Liq  Liq     -0.018 -1.621 0.000 -0.012 0.006 0.480

GC  GC   0.169 1.551 0.192 1.541 -0.058 -0.225

ListList 0.011 0.27 0.019 0.402 0.012 0.150

BIG4BIG4 0.219 5.702*** 0.307 6.889*** 0.236 3.217***

IndustryIndustry
DummyDummy

Included 　 Included 　 Included

Fiscal Year-end Fiscal Year-end 
DummyDummy

Included 　 Included 　 Included

F=15.99***
Adj.R2=0.685

N=696

F= 12.85***
Adj.R2=0.690

N=502

F=7.41***
Adj.R2=0.666

N=194

***1％水準有意、**5％水準有意、＊ 10％水準有意を示す。
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分析を行った。

　BIG4 ＝１のサンプルは全体での結果と同様の

結果を示していると考えられる。それに対して

BIG4 ＝０のサンプルは偏回帰係数の統計的に有

意な関係性が FMW1以外ないことが示され、監

査報酬の水準額との関係性を見いだすことができ

なかった。４大監査事務所の被監査会社のみ、全

体サンプルと同様の結果を得ており、このことは

監査人の規模が大きい場合のみ、監査人は連続開

示の際のコストをカバーする監査報酬を得ている

可能性を示唆する。

【表５】追加分析回帰結果
Dependent=LNAFDependent=LNAF

　
BIG4 ＝ 1BIG4 ＝ 1 BIG4 ＝ 0BIG4 ＝ 0

coefficientcoefficient t-valuet-value coefficientoefficient t-valuet-value

（Intercept）（Intercept） 0.729 2.949*** 0.684 1.22

DMW1  DMW1  -0.071 -1.175 -0.169 -1.174

DMW2 DMW2  0.018 0.311 0.049 0.41

DMW3 DMW3  0.074 1.167 -0.094 -0.524

DMW4DMW4   0.100 1.319 0.091 0.464

DMW5 DMW5    0.243  2.511** 0.094 0.242

DMW6 DMW6    0.830  4.323*** 0.172 0.452

FMW1FMW1    0.284  3.808*** 0.377 2.822***      

FMW2 FMW2   0.039 0.425 0.163 1.111

FMW3 FMW3    -0.006 -0.059 0.213 1.033

FMW4  FMW4     -0.107 -0.55 0.198 0.874

LNAsset  LNAsset  0.244 10.568 *** 0.156 3.313***

LNSub LNSub 0.111  3.725 *** 0.028 0.499

RecInvRecInv 0.102 0.855 0.177 0.894

Loss Loss    0.106  2.164** 0.223 2.311**

Liq Liq     -0.016 -1.158 0.009 0.439

GCGC   0.053 0.387 0.230 1.106

ListList -0.002 -0.039 0.100 0.96

IndustryIndustry
DummyDummy

Included 　 Included 　

Fiscal Year-end Fiscal Year-end 
DummyDummy

Included 　 Included 　

F=10.87***
Adj.R2 ＝ 0.627

N=552

F=2.88***
Adj.R2 ＝ 0.428

N=144

***1％水準有意、**5％水準有意、＊ 10％水準有意を示す。
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６．結論と本研究の貢献

　ＭＷの開示は先行諸研究を見る限り、監査人の

リスク調整行動（risk adjustment）の動機となる。

ＭＷの連続開示の終盤、監査報酬の水準は他に比

して高くなり、開示からの回復後も 1期間にわ

たって監査報酬の水準は他に比して高くなった。

このことは、連続開示の最後と、回復期 1期間の

監査報酬の水準の高さを示す。恐らく多くの連続

開示は訂正報告によるものと推測される。つまり

は、ＭＷの開示（＝内部統制は有効でないとの開

示）はそれを発した際、またはそこから回復した

際に監査人にリスク調整行動を促すものと考えら

れる。このことはリスク・アプローチによる統制

リスクの評価によってＭＷの開示につながるわけ

ではないケースが連続開示の場合は多いことを含

意している。

　また、４大監査事務所の被監査会社のみ、全体

サンプルと同様の結果を得た。このことは４大監

査事務所のみ、コストをカバーする監査報酬を得

ている可能性を示唆する。４大監査事務所以外の

被監査会社は監査報酬と内部統制の開示すべき重

要な不備の連続開示と監査報酬の間に統計的に有

意な関係性が見いだせなかった。同時に、４大監

査事務所以外の事務所はＭＷ開示から回復した１

期のみ監査報酬が他に比して高い。このことは連

続開示の影響を非４大事務所は受けないことを示

している。コスト構造がどのようになっているか

について、説明変数を増やすなどして何が決定要

因であるか、より仔細な検討が必要であろう。

　本稿は監査品質が、統制リスクが高いであろう

企業において保たれておらず、監査人の規模によ

り、最も品質が担保されるべき時でさえ、品質の

保持ができていないことを示し、内部統制監査の

在り方を問うている。外部監査、内部統制監査が

現状で問題が顕在化していることを見いだした点

で本研究は監査実務に貢献する。

　本研究の問題点として、サンプルサイズが米国

に比べ圧倒的に少ないことが挙げられる。ＭＷ開

示が浸透している米国市場と比べ、わが国ではさ

もすると異常値としてとらえられてしまいかねな

い状態である。よりサンプル収集期間を長くとり、

かつコントロール変数を増やすなど統計的妥当性

を増す必要性がある。今後の制度改正なども見つ

つ、観察を続ける必要性がある。

　同時にＭＷの情報価値を株価で測り、株主がＭ

Ｗの開示期に反応しているかを明らかにする必要

がある。そもそも、遡及的にＭＷ開示をした企業

が、投資者が、不正が起こる可能性があると危惧

していたと予測される企業があるのかを見極める

必要がある。
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Appendix

変数の定義
マッチングのための傾向スコアモデル、変数の定義マッチングのための傾向スコアモデル、変数の定義

MWT
DMW ＊もしくは FMW ＊のいずれかに
該当すれば１、それ以外０ 

D_Zs
Altman（1968） のＺスコアが 1.81 より
小さい場合１、それ以外０ 

LNMKV 株式時価総額の自然対数値 Loss2
二期連続で当期純損失を計上していれば１、
それ以外ゼ０

LNSub 連結子会社数＋１の自然対数値 RTRC 特別損失を総資産で除したもの

FOREIGN 海外売上高があれば１、それ以外ゼ０ LNAGE 企業年齢の自然対数値

GROWTH 売上高成長率

回帰式の変数回帰式の変数

LNAF 監査報酬の自然対数値 RECINV
（売掛債権＋棚卸資産）を総資産で除し
たもの

DMW*
ＭＷ開示を * 期連続開示している場合１、
それ以外０

Loss
当期利益がマイナスなら１、
それ以外０

FMW*
ＭＷ開示から * 期に当たる場合１、
それ以外０

Liq 流動資産 / 流動負債

LNAsset 総資産の自然対数値 GC
継続企業の前提の注記があれば１、
それ以外０

LNSub 連結子会社数＋１の自然対数値 List
非新興市場に上場しているものを１、
それ以外０

BIG4

あずさ有限責任監査法人、有限責任監査
法人トーマツ、EY 新日本有限責任監査
法、PwC あらた有限責任監査法人なら１、
それ以外０
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「グローバル内部監査基準」が日本企業に与える影響
－ドメインⅡ・Ⅲを中心として－

齋藤　正章
（放送大学教養学部教養学科 准教授）

１．はじめに

　「グローバル内部監査基準」が 2025 年１月に

適用された。この基準はＩＰＰＦ（専門職的実施

の国際フレームワーク）の３要素の１つという位

置づけでもある。国内でも日本内部監査協会が定

める内部監査基準は存在するが、この「グローバ

ル内部監査基準」は国内の内部監査のあるべき姿

についても示唆に富む内容となっている。内部統

制制度に対応するために磨かれてきたわが国の内

部監査が、どのように変化すべきかの道筋をこの

基準から読み解いていく。

２．「グローバル内部監査基準」とは

　「グローバル内部監査基

準」は、内部監査の世界的

な専門職的実施の指針であ

り、内部監査部門の品質を

評価、向上させる基礎とな

るものである。その中核を

なすのは、有効な内部監査

を可能にする 15の指導的な

原則である。これらは、５

つのドメインに分類・整理

されている。各原則は、要求事項、実施に当たっ

て考慮すべき事項、及び適合していることの証拠

の例を含む複数の基準によって支えられている。

これらの要素が一体となって、内部監査人が原則

を達成し、「内部監査の目的」を果たすことを支

援するものである。「グローバル内部監査基準」

の構成を示せば図表１のとおりである。

　ここで、海外展開する企業であれば当然必要だ

ろうが、国内で事業を展開する企業なので「グロー

バル内部監査基準」は必要ないと考える向きもあ

るだろう。果たしてそうであろうか。

　わが国では、金融商品取引法により、2008（平

成 20）年４月１日以後開始する事業年度に適用

された「内部統制報告制度」（上場会社を対象に

財務報告に係る内部統制の経営者による評価と公

　報告論文　　

図表１　「グローバル内部監査基準」の構成

ドメインⅠ　内部監査の目的

ドメインⅡ　倫理と専門職としての気質（原則１～５）

ドメインⅢ
内部監査部門に
対するガバナンス
（原則６～８）

ドメインⅣ
内部監査部門の

管理
（原則９～ 12）

ドメインⅤ
内部監査業務の

実施
（原則 13～ 15）



報告論文

18 内部監査 No.11

認会計士等による監査）が、16 年ぶりに改訂さ

れ 2024（令和６）年４月１日以後開始事業年度

から改訂後の内部統制報告制度が適用となってい

る。

　改訂に当たっては、企業会計審議会から 2023

（令和５）年４月７日に「財務報告に係る内部統

制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内

部統制の評価及び監査に関する実施基準の改訂に

ついて（意見書）」（以下、「意見書」という）が

出されており、改訂の背景や趣旨が記されている。

　「意見書」では、従前の内部統制報告制度につ

いて、「財務報告の信頼性の向上に一定の効果が

あったと考えられる。」としたうえで、「一方で、

経営者による内部統制の評価範囲の外で開示すべ

き重要な不備が明らかになる事例や内部統制の有

効性の評価が訂正される際に十分な理由の開示が

ない事例が一定程度見受けられており、経営者が

内部統制の評価範囲の検討に当たって財務報告の

信頼性に及ぼす影響の重要性を適切に考慮してい

ないのではないか等の内部統制報告制度の実効性

に関する懸念が指摘されている。」と述べ、「こ

のような内部統制報告制度を巡る状況を踏まえ、

2021（令和３）年 11 月、「会計監査の在り方に

関する懇談会（令和３事務年度）論点整理」にお

いて、高品質な会計監査を実施するための環境整

備の観点から、内部統制報告制度の在り方に関し

て、内部統制の整備・運用状況について分析を行

い、国際的な内部統制・リスクマネジメントの議

論の進展も踏まえながら、必要に応じて、内部統

制の実効性向上に向けた議論を進めることが必要

であるとされた。」［「意見書」p.1］と改訂の背景

が記述されている。

　要するに、改訂の趣旨としては、「内部統制報

告制度の実効性の確保」と「国際的な内部統制・

リスクマネジメントの議論の進展も踏まえる」と

いう２つのポイントをおさえることが重要であ

る。

　ここで、「意見書」における国際的な内部統制

の枠組みとは、米国のＣＯＳＯ（トレッドウェイ

委員会支援組織委員会）の内部統制の基本的枠組

みに関する報告書（以下、「ＣＯＳＯ報告書」と

いう）の改訂 2013 年版を指しているが、「グロー

バル内部監査基準」も当然、「ＣＯＳＯ報告書」

の内容が反映されている。そうすると、改訂され

た内部報告制度に対応するための内部監査のあり

方として「グローバル内部監査基準」が国内展開

の企業にも大きく参考となるはずである。本稿で

は、「グローバル内部監査基準」のドメインⅡと

Ⅲについて、改訂内部統制報告制度における内部

監査のあり方について検討する。

３．ドメインⅡ　倫理と専門職としての気質

　「グローバル内部監査基準」では、ドメインⅡ

の「倫理と専門職としての気質」におけるの原則

と基準は、「ＩＩＡの旧「倫理綱要」に代わるも

のであり、内部監査部門長、その他の個人、及び

内部監査業務を提供するあらゆる事業体を含む内

部監査専門職に期待される行動を記載している。」

とし、「これらの原則と基準に適合することで、

内部監査という職業に対する信頼が生まれ、内

部監査部門内に倫理的な文化が形成され、内部監

査人の仕事と判断に対する信頼の基礎が提供され

る。」としている。

　ドメインⅡは、５つの原則と 13 の基準から構

成されており、具体的には図表２のようになって

いる。

　５つの原則のうち、重要かつ一見分かりづらい

のが原則１の「誠実性の発揮」であろう。「グロー

バル内部監査基準」では、この誠実性について「誠

実性は、道徳的、倫理的原則を遵守することを特

徴とする行為であり、ある行為をするようにとい

う圧力に直面したときや、ある行為をすることが
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個人又は組織体に悪影響を及ぼす可能性があると

きでも、正直さを示し、関連する事実に基づいて

行動する勇気を示すことを含む。簡単に言えば、

内部監査人は、たとえ不快や困難であっても、真

実を述べ、正しいことを行うことが当然のことと

して期待されている。」と定義し、また、「誠実性

は、客観性、専門的能力、専門職としての正当な

注意及び秘密の保持を含む、倫理と専門職として

の気質の他の原則の基礎となる。内部監査人が誠

実であることは、信頼を確立し、尊敬を得るため

に不可欠である。」とも述べている。

　組織内のメンバーが内部監査人を含め、誠実で

あることは当然のように思えるが、実はそうでは

ない。事実、先述の「意見書」でも内部統制の基

本的要素の一つである「リスクの評価と対応」に

おいては、ＣＯＳＯ報告書の改訂を踏まえ、リス

クを評価するに際し不正に関するリスクについて

考慮することの重要性や考慮すべき事項が明示さ

れるようになった。

　誠実性は、組織が目標を達成するために最も古

くかつ最も新しい概念なのである。この点をリス

クマネジメントの点から考えてみよう。

　組織がリスクマネジメントに失敗し、リスクが

顕在化することで、不正や不祥事が組織外部に露

呈することを「外部失敗」という。それによる信

用の失墜は、組織に金銭的・非金銭的なダメージ

を与えるが、一度失われた信用を回復することは

困難である。この外部失敗については、ハインリッ

ヒの法則によれば、１件の重大事故（外部失敗）

の背景には 29 件の軽微な事故と 300 件のヒヤリ

ハットが存在するとされる。つまり、外部失敗が

露呈する前に組織内で発生するリスクマネジメン

トの失敗があり、これを「内部失敗」という。内

部失敗は外部失敗を水際で防いでいる状態でもあ

るが、内部失敗そのものを回避する取り組みが必

要となる。そのためにリスク評価を行い、リスク

予防活動を行う。それを支えるのが内部監査であ

るが、不正リスクへの対処が重点課題になってい

るということである。

　組織における不正は、小さな不正が発端となる。

障子戸に空いた小さな穴を塞ごうとするとその穴

が次第に大きくなっていく様に例えられる。

図表２　ドメインⅡの構成

原　則 基　準

１　誠実性の発揮 1.1　正直さと専門職としての勇気
1.2　倫理に関して組織体が期待する事項
1.3　適法かつ倫理的な行動

２　客観性の維持 2.1　個人の客観性
2.2　客観性の防御
2.3　客観性に対する侵害の開示

３　専門的能力の発揮 3.1　専門的能力
3.2　継続的な専門的能力の発揮

４　専門職としての正当な注意の発揮 4.1　「グローバル内部監査基準」への適合
4.2　専門職としての正当な注意
4.3　専門職としての懐疑心

５　秘密の保持 5.1　情報の利用
5.2　情報の保護
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　組織の不正を防止するために、嘘のない組織を

目指すために内部監査人が率先して誠実性を発揮

すべしというのが、原則１である。

　「グローバル内部監査基準」では、誠実性の発

揮が適合していることの証拠の例として、次の４

点をあげている。

・�倫理に関する教育及び研修を含む研修計

画

・�内部監査人が倫理に関する教育及び研修

に出席又は参加したことを証明する文書

・�正直さと専門職としての勇気を目標とし

て示したパフォーマンス評価

・�内部監査人の正直さと勇気に関する主要

なステークホルダーからのフィードバッ

ク

　また、信用を失墜させる行動の例としては、次

のものをあげている。

・いじめ、嫌がらせ又は差別

・�他人にうそをつくこと、だますこと、又

は意図的に誤解させること�

－�自己の専門的能力又は認定を偽って伝

えることを含む

・�意図的に不正確な報告若しくはコミュニ

ケーションを行う、又は他人にそうする

よう許可又は奨励すること�

－�個々の内部監査業務の報告書又は総合

評価から、内部監査の発見事項、結論

又は評定を小さく見せる、隠す又は省

くことを含む。

・�組織体が容認又は黙認する可能性のある

違法行為を見過ごすこと

・�適切な許可を得ずに秘密情報を収集又は

開示すること

・�客観性又は独立性が侵害されていること

を申告せずに内部監査業務を実施するこ

と

・失敗に対する責任をとらないこと

　原則２の「客観性の維持」については、「内部

監査人は、内部監査業務の実施及び意思決定にお

いて、公正不偏な姿勢を保つ」とし、客観性につ

いて「客観性とは、内部監査人が専門職としての

判断を行い、その責任を果たし、「内部監査の目的」

を妥協なく達成するための公正不偏な精神的態度

のことである。内部監査部門が独立した位置付け

にあることによって、内部監査人は、客観性を維

持できるようになる。」としている。なお、内部

監査部門の独立性については次節で述べる。

　基準 2.1 では個人の客観性について、「内部監

査人は、内部監査業務のあらゆる局面で、専門職

としての客観性を維持しなければならない。専門

職として客観的であるためには、内部監査人が公

正不偏な考え方を適用し、すべての関連する状況

についての偏りのない評価に基づいて判断するこ

とが求められる。内部監査人は、潜在的な偏見

（バイアス）を認識し、対処しなければならない。」

とし、偏見（バイアス）の一例として以下のもの

をあげている。

・�自己評価のバイアス－自分の仕事をレ

ビューする際に批判的視点が欠如するこ

と。間違いや欠点を見落とす可能性があ

る。

・�親近性バイアス－過去の経験に基づいて

思い込むこと。専門職としての懐疑心を

損なう可能性がある。

・�先入観又は無意識のバイアス－文化、民族、

ジェンダー、イデオロギー、人種又はそ

の他の特性に関する先入観に基づく、情

報の誤った解釈。これによって、不正確

な判断がもたらされる可能性がある。

　また、基準 2.2 客観性の防御について、利益相

反の例として、事実上又は外見上、以下のような

状況、活動及び関係が含まれるとしている。

・組織体の利益と対立又は競合する

・�不当な金銭的利益又はその他の個人的利
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益を得る可能性がある

・�潜在的又は現実的な損失や損害から身を

守るためだけに生じる

・特定の個人を重用する又は優遇する

　原則５の「秘密の保持」も重要である。これに

ついては、「内部監査人は、情報を適切に利用し、

保護する。内部監査人は、内部監査への負託事項

を果たすために必要なデータ、記録及びその他の

情報に無制限にアクセスできるため、秘密性のあ

る、専有性のある、及び個人を特定できる、又は

そのいずれかの性質を持つ情報を受け取ることが

多い。これには、物理的及びデジタル形式の情報

だけでなく、公式又は非公式な会議での議論など

の口頭でのコミュニケーションからの情報も含ま

れる。内部監査人は、専門職としての承認された

目的にのみ情報を使用し、承認されていない内部

や外部のアクセスや開示から保護することで、受

け取った情報の価値と所有権を尊重する。」とし

ている。

　基準 5.1 情報の利用では、「内部監査人は、情

報を利用する際には、関連する方針、手続、法令

及び規則に従わなければならない。情報は、個人

的な利益のために、又は組織体の適法かつ倫理的

な目的に反する若しくは有害な方法で使用しては

ならない。」としている。

　情報の利用が適合していることの証拠の例とし

て、次のものをあげている。

・�効果的に整備され、運用されている、情

報へのアクセス及び使用に関するコント

ロール

・�情報の適切な利用に関連する方針、手続

及び研修に関する文書

・�情報の適切な利用を検討した会議の議事

録

・情報の利用に関する研修の出席記録

・�内部監査人が、関連する方針、手続、法

令及び規制を理解していることを確認す

るための文書

・�情報の利用に関する方針及び手続が遵守

されていることを証明するパフォーマン

ス・レビュー

４�．ドメインⅢ　内部監査部門に対するガ
バナンス

　「グローバル内部監査基準」で大きく注目され

ているのが、ドメインⅢである。その理由は、効

果的な内部監査には適切なガバナンス体制が不可

欠であるとして、取締役会等の役割を明確化した

からである。

図表３　ドメインⅢの構成

原　則 基　準

６　取締役会による承認 6.1　内部監査への負託事項
6.2　内部監査基本規程
6.3　取締役会及び最高経営者の支援

７　独立した位置づけ 7.1　組織上の独立性
7.2　内部監査部門長の適格性

８　取締役会による監督 8.1　取締役会による対話
8.2　監査資源
8.3　品質
8.4　品質の外部評価
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　ドメインⅢは、３つの原則と９つの基準から構

成されており、具体的には図表３のようになって

いる。

　内部監査部門と他機関の連携については、これ

までも三様監査や３ラインディフェンスという形

で語られてきたが、取締役会とのコミットメント

を明示している点が新しい。

　ドメインⅢでは、「内部監査部門が有効である

ためには、適切なガバナンスの取り決めが不可欠

である。」とし、「このドメインは、内部監査部門

を確立し、独立した位置付けにし、内部監査部門

のパフォーマンスを監督するために、内部監査部

門長が取締役会と緊密に協力するための要求事項

を記載している。このドメインはまた、取締役会

の責任を支援し、内部監査部門に対する強力なガ

バナンスを促進する最高経営者の責任について」

記載している。

　また、内部監査部門長の役割が重視され、「内

部監査部門長はこのドメインの要求事項に責任を

負う一方、取締役会と最高経営者の活動は、内部

監査部門が「内部監査の目的」を果たすために不

可欠である。これらの活動は、各基準において「必

須条件」として識別されており、取締役会、最高

経営者及び内部監査部門長との間の効果的な対話

のために必要な基盤を確立し、最終的に有効な内

部監査部門を実現する。」とされている。

　ドメインⅢは、前述の「意見書」の主な改訂点

とその考え方における（１）内部統制の基本的枠

組みのうち、④内部統制に関係を有する者の役割

と責任、⑤内部統制とガバナンス及び全組織的な

リスク管理に関係する［「意見書」pp.3-4］。さらに、

「財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関す

る実施基準」における（５）モニタリングにおい

ても、経営者、取締役会、監査役等、内部監査部

門等の独立的評価について触れられているが、そ

の精度を高めるための取り組みがドメインⅢであ

ると考えられる［「意見書」pp.3-4］。

　次に、内部監査部門の独立性についてであるが、

これについては原則７「独立した位置付け」にお

いて、「独立性とは、内部監査部門が公正不偏な

方法で内部監査の責任を遂行する能力を侵害する

ような状態が存在しないことと定義される。」と

している。また、「内部監査部門が「内部監査の

目的」を達成できるのは、内部監査部門長が取締

役会と直接的な指示・報告関係にあり、適格性を

有し、組織体内で、内部監査部門が干渉を受けず

に業務を遂行し、責任を果たすことができる階層

に位置している場合のみである。」ともしている。

　ここで、内部監査部門の独立性について、

TOPIX Core 30 構成企業について筆者が 2023 年

に行った調査結果を示しておこう。まず、統合報

告書において内部監査に関する記述が充実してい

る企業は 30 社中 21 社であった。次に独立性と

関連する内部監査を行う部門の名称であるが、内

部監査部門が 21 社中５社（23.8％）、内部監査室

が３社（14.3％）、内部監査部が２社（23.8％）、

内部監査グループ１社となっており、内部監査と

つく部署は 11 社（52.3％）ある。他は監査部３社、

監査部門・監査室が各２社、監査部・監査セン

ター・業務監査部・経営管理監査部がそれぞれ１

社となっていた。また、内部監査と記載のない企

業も監査部等のなかに内部監査部門等を設けてい

ると別途記載している企業も多く、こうした会社

は「監査部（室）＝内部監査」ととらえているよ

うである。また、内部監査部門等と記載している

会社でも内部監査部門等は内部統制部門やリスク

マネジメント部門の一部門としている企業もあっ

た。さらに、社長直属の機関としている企業もあ

り、「経営者のための内部監査」と明記している

企業も２社あった。各企業における内部監査の独

立性については様々な解釈があるが、「グローバ

ル内部監査基準」における内部監査機能の独立性

に照らせば、内部監査の独立性は概ね担保されて

いると言ってよいだろう。
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　次に「グローバル内部監査基準」における取締

役会の定義であるが、「取締役会（board）」とい

う言葉を、ガバナンスを担う最上位の機関を示す

言葉として使用している。具体的には、

・取締役会（board of directors）

・監査委員会

　　（中略）

・�相応なガバナンス機能の権限を有する他

の機関

　この記述は、わが国における指名委員会等設置

会社を基本としていると考えられる（図表４）。

この場合、取締役会のなかに監査委員会があるの

で、特に問題はない。

　しかし、多くの企業が監査役会設置会社であり、

そうすると、取締役会の他に監査役会がある（図

表５）。監査役会を「相応なガバナンス機能の権

限を有する他の機関」に読み替える必要があるが、

実務家のなかにはすっきりしないという印象

を持つ方もいるようである。

　指名委員会等設置会社は、取締役の数が限られ

ているために各委員会の兼任の負担が普及の障害

となっている。そこで、考案されたのが、監査等

委員会設置会社である（図表６）。

　監査等委員会設置会社は、実態は監査役会設置

会社であるが、呼称は取締役会と監査等委員会と

なっており、指名委員会等設置会社に近似してい

る。名称変更ととらえる企業にとって、監査役会

設置会社から監査等委員会設置会社への移行は比

較的容易であると考えられる。

　ドメインⅢは、内部監査が経営のための監査、

すなわち「経営監査」をすべきであることを示し

ている。これは改訂された内部統制報告制度が内

部監査に寄せる期待と呼応するものでもある。新

しい内部監査のあり方を取り入れるということ

で、チャレンジングではあるが、ドメインⅢの内

容を咀嚼し、ガバナンスに内部監査を活用するこ

とが企業価値の向上につながると期待される。

５�．むすびに代えて－内部監査における第
３の波

　これまでわが国の内部監査には、２つの波が

あった。

図表４　指名委員会等設置会社

株主総会
選任

選任

選任

監査

監査

指示

指示

監査

取締役会

内部監査部門

執行役 業務執行部門

指
名
委
員
会

報
酬
委
員
会

監
査
委
員
会

図表５　監査役会設置会社

株主総会
選任 選任

監査選任・指示

監査
取締役会 監査役会

執行役・業務執行部門

図表６　監査等委員会設置会社
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　第１の波は、戦後復興期における内部監査の啓

蒙と普及であった。それからしばらくして第２の

波がおとずれる。先述の上場企業に対する内部統

制報告制度の導入を契機として、内部監査が再注

目されたのである。多くの企業が制度に対応する

一環として、内部監査を行う部門を設置して内部

統制をサポートするというのがコーポレートガバ

ナンスの重要な柱の一つとなったのである。一方

で、内部監査は、三様監査の一翼を担いつつも任

意監査であり、何を監査対象とするか、どのよう

な監査手続を採用するか、監査の結果を誰にどの

ように報告するかは基本的に組織が任意に決定す

ればよいとされているため、その存在・役割が時

として曖昧になることは否めなかった。その理由

の一つが、守りのリスクマネジメントをどう評価

するのかが確立されてこなかった点にある。リス

クが発現しないように予防するのがリスクマネジ

メントである。内部監査の本質はまさにこの予防

にある。しかし、ある年度でリスクが発現しなかっ

たことが、内部監査のお陰かそうでないかを判断

することは難しい。この何もなかったかことをど

う評価するかが守りのリスクマネジメントの難し

さである。

　しかし、今般の内部統制報告制度の改訂は、こ

れまでの内部統制のあり方を問い、ひいては内部

監査のあり方を問うものであった。それと同時に

内部監査のポテンシャルに対して大きな期待が寄

せられている。さあどうするか。基準が変わった

のにこれまでと同じやり方では通用しない。そこ

にタイミングよく出されたのが「グローバル内部

監査基準」である。原則１「誠実性の発揮」の文

言は深くて重い。不正の無い組織、嘘が無い組織、

ハラスメントの無い組織を目指さなくてはならな

い。そこに内部監査の価値がある。

　「グローバル内部監査基準」を海外展開する企

業のためと思わずに自社の内部監査に活用するこ

とが企業の発展に欠かせないと考える。内部統制

報告制度の改訂と「グローバル内部監査基準」の

適用を契機として、より洗練された内部監査を各

企業が目指すとき、内部監査の第３の波が大きな

うねりをあげて訪れると期待する。
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内部監査基準の進化と日本企業へ適用に関する事例研究
－ソフトバンク株式会社の内部監査規程を中心に－

梁　　晸宇
立命館アジア太平洋大学 国際経営学部 教授

近藤　正人
ソフトバンク株式会社 内部監査室 室長

論　文

１．研究の背景・目的・方法

　現代の企業組織を取り巻く環境は、競争激化、

技術革新、グローバル化と地政学リスクの共存、

規制強化等により複雑さと不確実性を増してい

る。このような状況下において、組織の健全な運

営と持続的な成長を支える上で、内部監査の役割

は重要である。内部監査は、組織体のガバナンス、

リスク・マネジメント及びコントロールの各プロ

セスに対する独立した客観的なアシュアランス並

びにコンサルティング活動を提供する専門職とし

ての活動である。この専門職としての信頼性と品

質を確保し、世界中で一貫した高水準の実践を導

くために内部監査基準が策定され、時代ごとの要

請に応える形で進化を遂げてきたのである。

　2025 年１月に正式施行された内部監査人協会

（IIA：The Institute of Internal Auditors、以降「Ｉ

ＩＡ」と表記）の新しい内部監査基準である「グ

ローバル内部監査基準」（GIAS：Global Internal 

Audit Standards、以降「ＧＩＡＳ」と表記）は、

そのような社会的要請に応えるものである。ＧＩ

ＡＳは多数のステークホルダーからの声を反映し

たグローバルな協議の成果物として誕生したもの

で、戦略的アプローチ、ステークホルダーとの関

係、内部監査の成果や説明責任等を明確化してい

る。

　一方、本稿を執筆している時点（2025 年６月）

では、2026 年１月に適用猶予期間が終了するＧ

ＩＡＳと、従来の「内部監査の専門職的実施の国

際 基 準（Standards：International Standards for 

the Professional Practice of Internal Auditing）」

（2017 年施行、以降「旧国際基準」と表記）と、

日本内部監査協会による「内部監査基準」が共存

しており、内部監査基準の共通点・相違点の整理

と、監査実務への実践に関する具体的な検討が必

要となっている。

　研究の方法として、従来の内部監査基準とＧＩ

ＡＳの比較を行いつつ、ソフトバンク株式会社（以

降「ソフトバンク」と表記）の内部監査体制にお

いてどのような主眼で各基準が実践されているか

を明らかにすることで、日本企業のアプローチを

特定する。さらには、実務的な観点からグローバ

ル基準の本質を日本的経営環境に適合させた高度

化の方向性を模索する。
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２．内部監査基準の発展的変化

　ＩＩＡは、旧国際基準において内部監査の世界

的な専門職的実施の指針を提供してきた。旧国際

基準の狙いは、広範な付加価値の高い内部監査業

務を推進するための枠組みを提供すること、内

部監査の実施状況を評価するための基礎を確立

すること、そして内部監査プロセスや業務の向

上を促すことにある１。旧国際基準は、世界中の

内部監査の組織レベル及び個人レベルに適用さ

れる要求事項を明らかにしており、「属性基準」

（Attribute Standards）と「実施基準」（Performance 

Standards）の二つの部分から構成されている。

　まず、「属性基準」は内部監査を実施する組織

や個人の属性に関するものであり、内部監査部門

の目的、権限、責任、独立性と客観性、内部監査

人の熟達した専門的能力と専門職としての正当な

注意、そして品質のアシュアランスと改善のプ

ログラム（Quality Assurance and Improvement 

Program、以降「ＱＡＩＰ」と表記）に関する要

件を定めている。ＱＡＩＰは、内部評価と外部評

価の両方を含め、基準への適合性を評価し、部門

の効率性と有効性を評価し、改善機会を明らかに

するプログラムを作成・維持することが必須とさ

れている。また、独立性については、内部監査部

門長が最高経営責任者及び取締役会に直接かつ制

約なくアクセスできること、取締役会から職務上

の指示を受け、職務上の報告を行うことなどが強

調されている。客観性については、内部監査人の

公正不偏な精神的態度であり、利害の衝突を避け

ることが求められている。

　次に、「実施基準」は内部監査の業務の内容を

明らかにするとともに、内部監査業務の実施状況

を測る質的規準となるものである。これには、内

部監査部門の管理（計画策定、資源管理、方針と

手続、連携と依拠、最高経営責任者及び取締役会

への報告）、内部監査部門の業務の内容（評価と

改善への貢献）、個々の内部監査業務に対する計

画の策定（目標、範囲、資源配分、作業プログラム）、

個々の内部監査業務の実施（情報の識別、分析と

評価、情報の文書化、監督）、結果の伝達（品質、

誤謬と脱漏、適合の表明、不適合の開示、結果の

周知、総合意見）、進捗状況のモニタリング及び

リスク受容についての伝達といった項目が含まれ

ている。

　このように、旧国際基準は内部監査部門及び

個々の内部監査人が備えるべき要件や具体的なプ

ロセスに至る内容を網羅しており、専門職的実施

の基礎を確立する役割を担ってきた。旧国際基準

への適合は、必須構成要素が実践されていること

を示すものであり、世界の内部監査実務における

品質保証の根幹をなすものであった。

　国際的な枠組みの動向と並行して、日本におい

ても内部監査の専門職的実施を導くための基準が

整備されてきた。日本内部監査協会が 1960 年に

制定した内部監査基準は、その後複数回にわたる

改訂を経て、現在の改訂版（2014 年）となって

いる。この基準は、内部監査実務における基本原

則を明らかにすること及び組織の目標達成のため

の内部監査フレームワークや運営要件の提供を目

的としている。具体的には内部監査の独立性と客

観性、内部監査部門の組織上の位置付け（最高経

営責任者に直属し、取締役会や監査役会等への報

告経路の確保）、内部監査人の能力と正当な注意、

品質管理（内部評価・外部評価を含む品質管理プ

ログラム）、内部監査部門の運営（計画策定、資

源管理、連携、報告）、内部監査の対象範囲、個

別の内部監査の計画と実施、報告とフォローアッ

プといった、内部監査における主要な要素が、日

本企業の状況を踏まえて網羅されている２。つま

り、内部監査が組織体の持続のために果たすべき

役割、その担い手である内部監査人が持つべき資

質や独立性、他の部門等との関係性、内部監査部

門が自らの業務の質を高める方法、そして組織体
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に対する他の監査との関係性を明らかにすること

で、日本国内における内部監査の専門職的実施の

ための明確な指針となり、組織体における内部監

査機能の確立、維持、向上に貢献している。

　2024 年には、旧国際基準を全面刷新した形で

ＧＩＡＳが発表された。個別要件の多くは従来の

旧国際基準の内容と大同小異であるが、「属性基

準」と「実施基準」等の区分けを廃止している。「ド

メイン→原則→基準」といった階層構造により、

コーポレートガバナンス・コード類によく見られ

るような体系的な整理が行われ、さらには様々な

詳細内容が補強されている。まず、各領域を示す

ドメインには、「Ⅰ．内部監査の目的」、「Ⅱ．倫

理と専門職としての気質」、「Ⅲ．内部監査部門に

対するガバナンス」、「Ⅳ．内部監査部門の管理」、

「Ⅴ．内部監査業務の実施」がある。ドメインⅡ

～Ⅴには、複数の原則と基準が設けられている。

原則は、関連する要求事項及び考慮すべき事項を

概括的に記述したもので、基準はより具体的かつ

詳細な内容を包含し、次の三つの要素で構成され

る。第１に「要求事項」であり、これは内部監査

における必須の実務を規定したものである。第２

に「実施に当たって考慮すべき事項」であり、要

求事項を実施する際に考慮すべき一般的かつ望ま

しい実務を明示している。第３に「適合している

ことの証拠の例」であり、ＧＩＡＳの要求事項が

実際に実施されていることを立証するための具体

的手法を例示したものである。

　このような階層的構造により、内部監査基準は

抽象的な原則から具体的な実施手法まで、体系的

かつ実践的な指針を提供している。

　ＧＩＡＳの狙いは、有効で高品質な内部監査活

動を支える基本的な要素と、それを実現するため

の具体的な要求事項並びに適合根拠をより体系的

かつ明確に示すことにある。

　ＧＩＡＳの第１の主眼点は、内部監査専門職の

倫理と気質の強調にある。内部監査人は、正直さ、

誠実性、客観性、専門的能力並びに正当な注意と

いった専門職としての気質を発揮することが強く

求められる。特に客観性の維持は内部監査の目的

達成に不可欠であり、利害関係の排除やバイアス

への認識と回避が詳細に規定されている。さらに、

継続的な専門的能力の開発と専門職としての懐疑

心の適用が、質の高い業務遂行のために重視され

ている。圧力に屈しない勇気や秘密情報の保護も

専門職としての責任として強調されている。

　第２の主眼点は、内部監査部門の独立性のさら

なる強化である。内部監査部門長は、取締役会と

緊密に協力し、取締役会の承認を得て内部監査部

門の負託事項（権限、役割、責任、範囲）を内部

監査基本規程で文書化することが必須とされる。

組織上の独立性、特に取締役会への直接的な指示・

報告関係が内部監査の有効性の基盤であり、この

独立性が侵害される状況とその防御策が具体的に

示されている。取締役会による内部監査部門長の

人事（任命・解任）や評価への積極的な関与も、

独立性を担保する重要な要素である。

　第３の主眼点は、内部監査部門の管理・品質向

上のための一層の努力である。内部監査部門長は、

内部監査部門全体の品質を合理的に保証し、継続

的に改善するための品質アシュアランスと改善の

プログラムを策定、実施、維持しなければならな

い。ＧＩＡＳでは新たにパフォーマンス目標の設

定や、監査業務のパフォーマンス維持が品質向上

の重要な取り組みとして提示された。継続的モニ

タリング、定期的自己評価及び外部評価について

は、これらの結果を取締役会と最高経営責任者に

報告することは引き続き求められている。組織体

のガバナンス、リスク・マネジメント及びコント

ロールの各プロセスを深く理解し、その理解とリ

スク評価に基づいて内部監査の戦略と計画を策定

して、動的に向上することは重要な管理活動であ

る。計画の遂行に必要な監査資源（人員、テクノ

ロジー、予算）の適切な管理と確保及び他のアシュ
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アランス提供者との連携による業務重複の最小化

と価値向上も重要である。

　第４の主眼点は、内部監査機能による業務改善

のさらなる実践である。個々の監査業務はリスク

評価に基づき計画され、適切な目標と範囲が設定

される。評価規準（方針、法令、実務慣行等）の

適切性の判断が、発見事項の識別と評価の基礎と

なる。十分かつ適切な証拠を収集し文書化するこ

とや、発見事項の原因、影響、重大性を分析し、

経営管理者と協議することは旧国際基準でも規定

されているが、ＧＩＡＳでは改善措置計画の検討

から要請・意見相違時の対応、実現可能性の判断

に至るまで、複数の詳細事項が定められている。

監査結果は、正確、客観的、明確、簡潔、建設的、

完全かつ適時な形で、適切な関係者（経営管理

者、取締役会等）にコミュニケーションされるべ

きである。また、提言された改善計画の実施状況

を、継続的にモニタリングするプロセスが求めら

れる。経営管理者が受容できないレベルのリスク

を受け入れたと判断した場合の、最高経営責任者

や取締役会への上申手続きも明確にされている。

　これらの要件は旧国際基準の要件が維持・強化・

拡張されたものであり、ＧＩＡＳは世界中の内部

監査人がその役割を効果的に果たし、組織体に貢

献するための専門職的な活動の最新の枠組みを詳

細に示している。

３．新旧の国際基準とソフトバンクの対応

　内部監査の専門職的実施に関して、旧国際基準

とＧＩＡＳは内部監査の実務に指針を与える重要

なグローバル基準である。これら新旧の基準では、

内部監査の目的と役割、内部監査人に求められる

資質、そして内部監査プロセスの各段階における

要求事項が定められている。しかし、時代の変遷

や内部監査を取り巻く環境の変化に応じて、その

構成や詳細性には違いが見られる。本章では、新

旧の国際基準に対するソフトバンクの対応につい

て、監査システムの根幹である内部監査規程を中

心とした主要な項目の比較により具体的に検討す

る。ソフトバンクは、継続的な品質向上のために

規程やマニュアル類を複数回改訂しており、ＧＩ

ＡＳの各基準における要求事項への適合を図るた

め、2025 年５月の時点でさらに規程を改訂して

いる。なお、本稿では紙幅の制約により、分析対

象を規程に限定して論じることとする。

(1) 目的、権限、責任
　旧国際基準からＧＩＡＳへの移行は、内部監査

機能の役割と価値提案の根本的な変化を反映し

ている。ＧＩＡＳでは内部監査への「負託事項

（Mandate）」という概念を用いて、権限や責任が

取締役会や法令等によって付与されることをより

具体的に示し、内部監査の存在意義とその貢献を

明確に打ち出している。

　こうした基準変遷を受けて、ソフトバンクは内

部監査の目的と機能を拡張し、現代的な経営環境

に適応した規程の改訂を実施した。最も注目すべ

きは「インサイト」と「フォーサイト」概念の導

入である。これらは従来のアシュアランスと助言

機能を超えて、洞察的分析と将来予測的視点を内

部監査の中核機能として位置付けるものである。

この変更により、内部監査は過去の事象検証から

現在の状況分析と将来のリスク・機会予見へと、

その役割を目指すこととなった。さらに重要な変

化として「価値を創造、保全、維持する能力を高

める」という表現の採用がある。従来の「目標の

達成に役立つ」という受動的表現から、価値の創

造・保全・維持という能動的かつ包括的な役割へ

の転換により、内部監査機能の戦略的重要性が明

確に示された。この変化は、内部監査が単なる統

制評価機能から企業価値向上の推進者へと進化し

ていくことを宣言している。

　また新規程では「ステークホルダーからの評判
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と信頼性を高める取り組み」 が明示的に追加され

た。これは内部監査の対象範囲が内部統制から外

部ステークホルダーとの関係性にまで拡張された

ことを示している。ＥＳＧ対応やステークホル

ダーの重要性が高まる今日の企業経営において、

内部監査機能がこれらの課題への対応役割を担う

ことが期待されている。さらに「公共の利益に資

する能力を強化する」 という文言の追加は、ソフ

トバンクがＧＩＡＳにおいて重視されている「公

共の利益」に対し、内部監査機能として積極的に

貢献する方針を明確化したことを示している。こ

れは従来の株主価値の最大化に限らず、より広い

ステークホルダーへの貢献を内部監査の重要な使

命として認識する姿勢の表れである。

(2) 独立性と客観性
　内部監査の有効性と信頼性を確保するために、

内部監査部門の組織上の独立性と個々の内部監査

人の客観性が必須であるという点は、新旧の基準

に共通する根幹的な要件である。

　旧国際基準では属性基準 1100 として独立性と

客観性が規定され、内部監査業務の技術的側面に

焦点が当てられていた。評価実施者の利害衝突回

避や公正不偏な伝達といった実務的要件が中心で

あり、独立性侵害は業務遂行上の制約として理解

されていた。一方、ＧＩＡＳでは客観性がドメイ

ンⅡ（倫理と専門職としての気質）の原則２（客

観性の維持）において、独立性がドメインⅢ「内

部監査部門に対するガバナンス」の原則７（独立

した位置付け）において各々定義され、組織統治

の基盤的要素として位置付けられた。特に重要な

変化は、取締役会が内部監査部門の独立性を確立

し、保護する責任を負うことが強調された点であ

る。

　この基準の変遷を受けて、ソフトバンクの規程

改訂で最も顕著な変化は、内部監査室の組織的位

旧国際基準
ソフトバンクの

内部監査規程（旧）
ＧＩＡＳ

ソフトバンクの
内部監査規程（新）

基準 1000 として位置付けら
れるが、提供された抜粋では
詳細な基準要求事項は含まれ
ていない。内部監査部門は、
組織体に価値を付加し、運営
を改善することに貢献する。

【目的】（前略）内部監査は、
内部監査の専門職として規律
ある姿勢で体系的な手法を用
い、リスク・マネジメント、
コントロール及びガバナンス
の各プロセスの有効性の評価
及び改善を行い、もって当グ
ループの目標の達成に役立つ
ことを目的とする。（第２条）

【権限】監査上必要とする帳票・
記録その他各種の資料の提出
及び、その説明を求めること
ができる。（中略）各種会議へ
の出席、施設・場所へ立入、
監査通知書で通知していない
事項であっても必要な調査を
行うことができる。（第 13 条）

【責任】（前略・後略）誠実性・
正当な注意・守秘義務・個人
及び部門としての専門的能力
の確保

ドメインⅠ（パーパス・ステー
トメント）では独立・客観的
なアシュアランス、インサイ
ト及びフォーサイトを提供す
る内部監査の企業価値への貢
献が求められている。
ドメインⅢ（内部監査部門に
対するガバナンス）に含まれ
る原則６（取締役会による承
認）において、内部監査部門
の負託事項（権限、役割、責任、
範囲）を取締役会の承認を得
て内部監査基本規程に文書化
することが必須とされる。
また、基本的な考え方として、
組織体の目標達成、公共の利
益への貢献を目指すことが示
されている。

【目的】内部監査とは、取締役
会及び代表取締役社長に、独
立にして、リスク・ベースで、
かつ客観的なアシュアランス、
助言、インサイト及びフォー
サイトを提供することによっ
て、当社が価値を創造、保全、
維持する能力を高めることを
目的とする。内部監査は、当
社の目標の成功裏な達成に向
けた取り組み、ガバナンス、
リスク・マネジメント及びコ
ントロールの各プロセス、意
思決定及び監督、ステークホ
ルダーからの評判と信頼性を
高める取り組み、ならびに公
共の利益に資する能力を強化
する。（第２条）

【権限】同左
【責任】同左

※下線は筆者追記
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置付けの明確化である。従来の「組織上独立」と

いう抽象的表現から、「代表取締役社長直下の独

立した組織」という具体的な組織階層の明示へと

変更された。この変更は原則７の要請に対応し、

内部監査室が組織体内の適切な階層に位置付けら

れることの重要性を反映している。さらに「内部

監査室 室長は内部監査室以外の部門の業務につ

いてどのような責任をも負ってはならない」とい

う明文規定が導入された。この規定は内部監査部

門長の独立性を構造的に担保し、利益相反の発生

可能性を制度的に排除する。従来暗黙的に理解さ

れていた要件を明文化することで、独立性の確保

がより確実なものとなった。

　客観性の概念においても、ソフトバンクはＧＩ

ＡＳの要請を踏まえた重要な改訂を行った。従来

の「客観的に内部監査の業務を遂行」という一般

的表現から、「潜在的な偏見を認識し、客観的に

内部監査の業務を遂行」という具体的要件への変

更は、客観性概念の深化を示している。ＧＩＡＳ

基準 2.1（個人の客観性）が求める「潜在的な偏

見（バイアス）を認識し、対処すること」の要請

に対応し、内部監査人の自己認識と継続的な客観

性維持への責任を明確化した。なお、ソフトバン

クでは 2022 年の規程改訂時に「内部監査室の独

立性の確保の状況を年に１度以上報告」する旨を

明記しており、運用は既に定着している。これは

ＧＩＡＳが求める取締役会による独立性確立・維

持責任を実効的なものとする具体的な仕組みであ

る。新規程により独立性の状況が定期的に検証・

報告される体制が構築された。これにより、独立

性の確保が一時的な状態から継続的なプロセスへ

と転換され、恒常的な監視と改善が可能となった。

　こうした一連の改訂により、ソフトバンクは内

部監査の独立性と客観性を企業ガバナンス全体の

枠組みに統合する土台を築いた。ＧＩＡＳが示す

ドメイン構造に対応し、独立性を単なる内部監査

旧国際基準
ソフトバンクの

内部監査規程（旧）
ＧＩＡＳ

ソフトバンクの
内部監査規程（新）

属性基準 1100 として位置付
けられ、独立した客観的なア
シュアランス・コンサルティ
ング業務の提供が求められる。

【活動】この規程において内部
監査とは、当社の運営に関し
価値を付加し、また改善する
ために行われる、独立にして、
客観的なアシュアランス及び
コンサルティング活動をいう。

（後略）（第２条）

【独立性・客観性】
内部監査室は組織上独立。内
部監査人は客観的に内部監査
の業務を遂行。（第５条１項）
直接指示・命令を下してはな
らない（第５条２項）
内部監査人は過去１年以内に
自ら従事した業務に関し、ア
シュアランスを目的とした監
査を行ってはならない。（第５
条３項）

ドメインⅡ（倫理と専門職と
しての気質）の原則２（客観
性の維持） 及びドメインⅢ（内
部監査部門に対するガバナン
ス）の原則７（独立した位置
付け）として明確に示されて
いる。取締役会が内部監査部
門の独立性を確立し、保護す
る責任を負う。内部監査部門
長が取締役会と直接的な指示・
報告関係にあることが独立性
の基盤であり、組織体内の適
切な階層に位置付けられるこ
とが重要である。客観性は公
平な考え方が必要であり、潜
在的な偏見（バイアス）を認
識し、対処すること、利益相
反を避けることが求められる。

【活動】上記の【目的】を参照
（取締役会及び代表取締役社長
に、独立にして、リスク・ベー
スで、かつ客観的なアシュア
ランス、助言、インサイト及
びフォーサイトを提供する。）

【独立性・客観性】
内部監査室は、代表取締役社
長直下の独立した組織。内部
監査室 室長は内部監査室以外
の部門の業務についてどのよ
うな責任をも負ってはならな
い。内部監査人は、潜在的な
偏見を認識し、客観的に内部
監査の業務を遂行。（第５条１
項）

（第５条２項・３項は左記同様）

【取締役会への報告】内部監査
室の独立性の確保の状況を年
に１度以上報告（第 10 条２
項（５））

※下線は筆者追記
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部門の属性から、組織全体のガバナンス要素へと

発展させている。

(3) 品質のアシュアランスと改善プログラム
　内部監査機能における品質のアシュアランスと

改善プログラムは、内部監査の専門性と信頼性を

持続的に向上させる重要な仕組みである。旧国際

基準からＧＩＡＳへの変遷において、この領域は

技術的要件から戦略的な品質管理の概念へと発展

した。

　旧国際基準では品質のアシュアランスと改善プ

ログラムが属性基準 1300 として位置付けられ、

継続的モニタリング、定期的自己評価、外部評価

という三つの基本形態が提示されていた。外部評

価の最低５年ごとの実施と結果の最高経営者・取

締役会への伝達が主要な要件であり、品質管理は

主として適合性の確認に焦点が当てられていた。

　これに対してＧＩＡＳでは、原則 12（品質の

向上）にて品質の概念が拡張された。ＧＩＡＳの

革新的要素は、品質を基準への適合とパフォーマ

ンス目標の達成を組み合わせて測定すると定義し

たことにある。この定義により、品質管理が単な

る基準適合の確認から、継続的なパフォーマンス

向上を目指す戦略的活動へと発展した。さらに内

部監査部門長が基準への適合と継続的なパフォー

マンス向上に明確な責任を負うとされ、品質向上

が組織的責任として位置付けられた。

　こうした基準の変遷を受けて、ソフトバンクの

規程改訂で注目すべきは品質管理に関する条項の

拡充である。旧規程では「内部監査品質評価に関

する事項を年に１度以上、取締役会に報告」とい

う簡潔な規定のみであったが、新規程では内部監

査品質の継続的な向上を目指した「内部監査の品

質のアシュアランスと改善のプログラムを維持」

という要件により、継続性のある仕組みとしての

品質管理が強調されている。

　なお、内部評価の年１回実施という要件は、Ｇ

ＩＡＳが求める継続的モニタリングと定期的自己

評価の統合的実施に対応している。また外部評価

の５年に１回実施は、旧国際基準の要件を維持す

旧国際基準
ソフトバンクの

内部監査規程（旧）
ＧＩＡＳ

ソフトバンクの
内部監査規程（新）

属性基準 1300 として位置付
けられ、継続的モニタリング、
定期的自己評価、外部評価が
含まれる。外部評価は最低５
年ごとに実施される。これら
のプログラムの結果は、最高
経営者及び取締役会に伝達さ
れなければならない。

【取締役会への報告】内部監査
品質評価に関する事項を年に
１度以上、取締役会に報告（第
10 条２項（５））

原則 12（品質の向上）とし
て示され、内部監査部門長が
基 準 へ の 適 合 と 継 続 的 な パ
フォーマンス向上に責任を負
うとされる。品質は基準への
適 合 と パ フ ォ ー マ ン ス 目 標
の達成を組み合わせて測定さ
れる。プログラムには、継続
的モニタリング、定期的自己
評価、少なくとも５年ごとの
独立した評価者による外部評
価が含まれ、これらの結果を
取締役会と最高経営者に報告
することが必須とされる。パ
フ ォ ー マ ン ス の 測 定（ 基 準
12.2）、個々の内部監査業務の
パフォーマンスの監督及び改
善 （基準 12.3）なども品質向
上の取り組みとして含まれる。

【取締役会への報告】左記同様
（第 10 条２項（６））

【内部監査品質の継続的な向
上】
内部監査室は内部監査の品質
のアシュアランスと改善のプ
ログラムを維持し、第４条に
定める監査基準への適合性の
評価を定期的に行うこととし、
評価の結果は第 10 条に定め
るとおり取締役会への報告を
行う。
なお、少なくとも１年に１回
は内部監査部門の内部評価を
実施し、少なくとも５年に１
回は内部監査部門の外部評価
を受けることとする。

※下線は筆者追記
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旧国際基準
ソフトバンクの

内部監査規程（旧）
ＧＩＡＳ

ソフトバンクの
内部監査規程（新）

実施基準 2000「内部監査部
門の管理」に位置付けられ、
計画の策定（2010）は、少な
くとも年に一度実施される文
書化されたリスク評価に基づ
かなければならない。計画及
び必要な監査資源については、
最高経営者及び取締役会に伝
達され、承認を受けなければ
ならない（2020）。

【取締役会への付議・報告】年
度監査計画について取締役会
へ付議。進捗状況、発見事項
等に関する事項を取締役会に
報告（第 10 条）

※リスク評価は、「内部監査運
営マニュアル」にて定義

ドメイン IV（内部監査部門の
管理）に含まれる。原則９（戦
略的な計画策定）に基づき、
組織体の戦略目標と成功を支
援し、ステークホルダーの期
待に沿う内部監査部門の戦略
を策定、実行することが求め
られる。ガバナンス、リスク・
マネジメント、コントロール
の各プロセスを理解すること
が計画策定の基礎となる（基
準 9.1）。原則 10（監査資源の
管理）として、財務的、人的、
テクノロジーに係る資源が十
分であるか評価し、不足時は
取締役会等に報告する責任が
明記されている。内部監査計
画は組織体全体のリスク評価
に基づき、動的に更新される

（P9.4）。

【取締役会への付議・報告】左
記に加え、内部監査の結果に
共通する会社のガバナンス、
リスク・マネジメント及びコ
ントロールに関する課題も報
告する。（第 10 条２項 ( ３)）

【リスク評価】同社における内
部監査の定義と目的にリスク・
ベースの活動との明示（第２
条）

【監査資源】
内部監査室 室長は、内部監査
を実施する上で必要な人員、
予算及びテクノロジーを含む
資源を特定し、それらの資源
を現に充足しているかを確認
するとともに、不足がある場
合は、取締役会を含む関係部
門との協議を通じて、その充
足に向けた具体的な計画を策
定し、実施する。（第 12 条２項）

※下線は筆者追記

るもので独立した評価者による外部評価を意味す

る。これらの評価制度の明文化により、ソフトバ

ンクは内部監査の品質管理を継続的かつ客観的に

実施する体制を確立した。ソフトバンクは 2013

年、2018 年、2023 年の３回にわたって外部評

価を受審し、各回において基準適合（Generally 

Conforms）の認定を受けている。評価過程にお

いて指摘された改善提案については、継続的な対

応を実施してきた。その結果、2023 年の評価に

おいては改善提案件数が０件となり、ソフトバン

クの品質管理体制の向上が確認された。

　次に「第４条に定める監査基準への適合性の評

価を定期的に行う」という規定は、品質評価の客

観性と透明性を確保する重要な仕組みである。こ

の規定により、品質評価が主観的判断ではなく、

明確な基準に基づいて実施されることが保証され

る。また定期的な評価の実施により、基準から

の逸脱が早期に発見され、迅速な改善措置が可能

となる。さらに、監査基準への適合性の評価結果

は、定期的に取締役会に報告されることになって

おり、企業ガバナンスにおける内部監査の有効性

が審議される。ソフトバンクの今回の規程改訂は、

内部監査機能の継続的向上を制度的に保証する取

り組みとして評価される。

(4) 監査計画と監査部門の管理
　監査計画と監査部門の管理は、内部監査機能の

戦略的価値を実現するための基盤的要素である。

旧国際基準からＧＩＡＳへの変遷において、この

領域は技術的な管理業務から戦略的な経営支援機

能へと進化した。旧国際基準では内部監査部門の

管理が実施基準 2000 として位置付けられ、主と

して実務的な管理要件に焦点が当てられていた。

年に１度の文書化されたリスク評価に基づく計画
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策定と、計画及び必要な監査資源の最高経営責任

者・取締役会への伝達・承認が中核的要件であっ

た。これに対してＧＩＡＳでは、原則９（戦略的

な計画策定）により、組織体の戦略目標と成功を

支援し、ステークホルダーの期待に沿う内部監査

部門の戦略策定・実行が求められるようになった。

この変化は、内部監査部門の管理が、受動的な業

務管理から能動的な戦略実現手段に発展したこと

を示している。

　こうした基準の変遷を受けて、ソフトバンクの

規程改訂で注目すべき変化の一つに、取締役会報

告内容の大幅な拡充がある。従来の「年度監査計

画について取締役会へ付議。進捗状況、発見事項

等に関する事項を取締役会に報告」という基本的

な報告要件に加えて、「内部監査の結果に共通す

る会社のガバナンス、リスク・マネジメント及び

コントロールに関する課題も報告する」という、

基準 11.3 の要求事項（課題）を踏まえた報告義

務が追加された。さらに、リスク・ベース・アプ

ローチの規程上の明記により、組織のリスク・プ

ロファイルと戦略目標が密接に連携された監査計

画であることが、全社的に認識されるようになっ

た。

　また、監査資源管理に関する詳細な規定の新設

も重要である。「内部監査室 室長は、内部監査を

実施する上で必要な人員、予算及びテクノロジー

を含む資源を特定し、それらの資源を現に充足し

ているかを確認するとともに、不足がある場合は、

取締役会を含む関係部門との協議を通じて、その

充足に向けた具体的な計画を策定し、実施する」

という包括的な規定が導入された。この規定は原

則 10（監査資源の管理）が求める「財務的、人的、

テクノロジーに係る資源」が十分であるかを評価

し、不足時は取締役会等に報告する責任を具体化

したものである。注目すべき点は、資源の特定、

充足状況の確認、不足時の対応という一連のプロ

セスが体系化され、内部監査室 室長の明確な責

任として位置付けられたことである。これにより、

内部監査部門の管理において資源制約が戦略実現

の阻害要因とならないよう、予防的かつ積極的な

対応が制度化された。

(5) 監査結果のコミュニケーション
　監査コミュニケーションは、内部監査の価値実

現において最も重要なプロセスの一つである。ど

れほど優れた監査が実施されても、その内容が適

切にコミュニケーションされなければ組織の改善

や価値創造には寄与しない。旧国際基準からＧＩ

ＡＳへの変遷において、この領域はコミュニケー

ションの技術的側面から戦略的なステークホル

ダー・エンゲージメントへと発展した。旧国際基

準では監査結果のコミュニケーションが実施基準

2400「結果の伝達」として位置付けられ、主と

して技術的な伝達要件に焦点が当てられていた。

正確、客観的、明確、簡潔、建設的、完全、適時

という７つの品質要件が明示され、適切な関係者

への伝達、組織体外への開示時の制約明示、基準

不適合時の開示方法、総合意見の伝達方法が規定

されていた。この枠組みでは、コミュニケーショ

ンは主として監査業務の最終段階における情報伝

達として理解されていた。

　これに対してＧＩＡＳでは、監査結果のコミュ

ニケーションが原則 15（個々の内部監査業務の

結論のコミュニケーション及び改善措置の計画の

モニタリング）と原則 11（効果的なコミュニケー

ション）として位置付けられ、個別業務のコミュ

ニケーションと部門全体のステークホルダー・コ

ミュニケーションが統合的に捉えられた。ＧＩＡ

Ｓでは、従来の要件を維持しつつ、取締役会及び

最高経営責任者への定期的・適宜のコミュニケー

ション、最終コミュニケーションに含むべき具体

的内容の明示、アシュアランス業務の結論におけ

るガバナンス・リスク・コントロールの有効性判

断の組み込みといった戦略的要素が強化された。
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旧国際基準
ソフトバンクの

内部監査規程（旧）
ＧＩＡＳ

ソフトバンクの
内部監査規程（新）

実施基準 2400「結果の伝達」
に 位 置 付 け ら れ、 伝 達 は 正
確、客観的、明確、簡潔、建
設的、完全、かつ適時である
必要性が明確に示されている 
(2420)。結果は適切な関係者
に伝達されなければならない 
(2440)。組織体外の者への開
示時は、その制約を明示する 
(2410.A3)。基準等に不適合な
場合の開示方法も規定されて
いる (2431)。総合意見の伝達
方法や必要事項も示されてい
る (2450)。

【発見事項・事実の現場確認】
最終的な監査報告書の作成前
に、監査対象プロセスの責任
者または関係者に対して内部
監査の過程で発見した事実の
確認を行う（第 18 条１項）

【監査結果の開示】
・�監査報告書を社長に提出・

報告するとともに、監査対
象プロセスの責任者に通知
する（第 20 条）

・�監査報告書の写しの全部ま
たは一部を関連部門へ配布
することができる。（第 21
条）

【改善計画の伝達】
監査対象プロセスの責任者は、
改善の実施可否、内容及び期
限等について改善報告書を作
成、内部監査室へ提出（第 22
条）

【改善結果の確認】
改善報告書の対応状況につい
て、監査またはその他の方法
で調査 ･ 確認を行う（第 23 条）

ドメイン V（内部監査業務の
実施）の原則 15（個々の内
部監査業務の結論のコミュニ
ケーション及び改善措置の計
画のモニタリング）及び、ド
メインⅣ（内部監査部門の管
理）の原則 11（効果的なコミュ
ニケーション） に包括される。
コミュニケーションの品質（正
確、客観的、明確、簡潔、建
設的、完全、適時）に関する
要求事項が詳細に記述されて
いる。個々の業務の結果及び
重要な問題について、定期的
にかつ適宜、取締役会及び最
高経営者にコミュニケーショ
ンをとることが求められる（基
準 11.3, 15.1）。 最 終 的 な コ
ミュニケーションには、目標、
範囲、発見事項、提言、結論
等を含まなければならない。
個々のアシュアランス業務の
結論には、ガバナンス、リス
ク、コントロールの有効性に
関する判断を含める必要があ
る。重大な誤謬または脱漏が
含まれる場合は、訂正された
情報を速やかに伝達する（基
準 11.4）。経営管理者が受容
できないレベルのリスクを受
け入れた場合、最高経営者と
議論し、解決されない場合は
取締役会に上申しなければな
らない（基準 11.5）。

【発見事項・事実の現場確認】
左記同様（第 19 条）

【外部への開示】
監査調書を含む内部監査業務
を実施する中で作成する資料、
及び内部監査業務を実施する
中で入手する情報は内部監査
室 室長の承認なく内部監査室
の外部へ開示してはならない。

（第 17 条２項）

【監査結果の開示】
左記同様（第 21 条２項）（第
22 条）

【改善計画の伝達】
左記同様（第 23 条）

【改善結果の確認】
左記同様（第 24 条）

【公式及び非公式なコミュニ
ケーション】
内部監査の責任者は、様々な
ステークホルダーに対し、公
式及び非公式なコミュニケー
ションを促進する役割がある。

（第 12 条６項）

特に重要な進歩は、経営管理者が受容できないレ

ベルのリスクを受け入れた場合の、取締役会上申

義務の明文化である。この要件により、内部監査

のコミュニケーションが単なる情報提供から組織

ガバナンスの重要な構成要素へと発展したことが

示されている。

　ソフトバンクの規程改訂においては、監査結果

のコミュニケーションに関する基本的な枠組みを

維持しつつ、重要な追加要素が導入された。まず、

外部への開示に関する規定が新設され、監査情報

の管理統制が明確化された。次に、「内部監査の

責任者は、様々なステークホルダーに対し、公式

及び非公式なコミュニケーションを促進する役割

がある」という規定により、監査責任者の役割が

従来の業務管理から戦略的なコミュニケーション

促進に拡張された。この規定は原則 11（効果的

なコミュニケーション）の要請に対応するもので

ある。

　ソフトバンクは、外部開示の統制強化により情

報管理の安全性を確保する一方で、公式・非公式
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なコミュニケーションの促進により、内部監査の

影響力と価値提供能力を向上させる仕組みを構築

した。

５．考察

　内部監査基準の変化を背景に、ソフトバンクの

規程改訂の事例を検討した結果、多面的な取り組

みが確認できた。まず、独立性・客観性の制度的

強化において、ソフトバンクは組織的な位置付け

を代表取締役社長直下の独立した組織として明確

化し、潜在的な偏見を認識し、客観的に業務を遂

行するという具体的要件を明示している。独立性

の確保状況については、以前より取締役会に定期

的に報告しており、適切な内部監査機能の維持を

制度的に担保できるようになっている。

　次に、品質管理システムの包括的構築の面では、

従来の適合性確認から継続的パフォーマンス向上

を目指す戦略的活動への発展を実現している。従

来の内部評価（年１回）、外部評価（５年１回）

の評価制度に加え、監査基準への適合性評価等の

定期的実施とそれらの取締役会への報告を明文化

し、品質の客観性を制度的に保証する仕組みを強

化した。

　また、管理機能の戦略化という観点では、取締

役会への報告内容として、ガバナンス・リスクマ

ネジメント・コントロールを含む統合的な課題に

まで拡充している。さらに、リスク・ベース・ア

プローチの明文化による動的な監査計画の実現を

目指していることが挙げられる。加えて、監査資

源管理の体系化と内部監査室 室長の責任の明確

化により、戦略実現に必要な体制整備も行ってい

る。なお、コミュニケーションの統合的発展とし

て、外部開示の統制強化と公式・非公式コミュニ

ケーションの促進を両立させ、情報管理の安全性

確保と積極的な関係構築の同時実現を図ってい

る。

　これらの改訂の戦略的意義は、内部監査機能を

従来の第３の防衛線から戦略的パートナーを目指

して昇華させた点にある。これは単なる基準適用

を超えて、組織の価値創造プロセスの中核に内部

監査を位置付けるアプローチである。特に日本企

業の文脈では、監査役会設置会社というガバナン

ス構造が多い中で、三様監査の連携を実現しなが

ら、取締役会への直接報告制度と独立性強化を同

時に実現し、グローバル基準と日本的経営環境の

融合モデルとして重要な意義を持つ。

　まだＧＩＡＳに対応していない日本企業の内部

監査部門にとって、ソフトバンクの事例は重要な

示唆を提供している。

　第１に、段階的アプローチの有効性である。ソ

フトバンクは一気に全面改訂を行うのではなく、

既存の強みを生かしながら段階的に高度化を図る

アプローチを採用している。内部監査基準の各要

求事項については、その重要度及び取り組みレベ

ルに応じて、規程のみならず関連する各種マニュ

アルにも体系的に反映している。特に品質管理や

独立性確保において、既存の実務慣行との連続性

を保ちながら、内部監査規程を中心にシステム化

していく方法論が参考になる。

　第２に、戦略的価値提案の明確化である。内部

監査の存在意義を経営陣に理解してもらうため、

価値創造・保全・維持という具体的な提案を規程

上で明文化することの重要性が浮き彫りになっ

た。

　第３に、取締役会並びに監査役会との関係強化

について、独立性確保状況の定期報告や統合的報

告により、企業ガバナンスレベルで内部監査の認

知度と影響力を高める方法が効果的である。

　第４に、品質管理の体系化について、継続的モ

ニタリング及び定期的評価を規程上で明文化する

ことにより、内部監査の専門性と信頼性を全社的

に担保する仕組みの構築が可能となる。これによ

り、関連予算の確保についても合理的根拠が提示
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でき、組織的な支援体制の整備が促進される。

　第５に、リスク・ベース・アプローチの明文化

により、ガバナンス機関に内部監査の真の価値を

理解させる必要がある。それをより高い精度で実

施可能とするＡＩ（人工知能）やデータアナリティ

クスの活用を見据えた内部監査の高度化を、段階

的に進めることが可能となる。

　これらの示唆は、各企業が自社の組織文化、事

業特性、ガバナンス構造を踏まえて独自のＧＩＡ

Ｓ適応戦略を構築する際の有効なアプローチとな

る。

６．結論
　

　本稿では、内部監査における国際基準の新旧比

較とともに、ソフトバンクの内部監査規程の改訂

事例を詳細に検討し、グローバル基準と日本的経

営環境の融合による内部監査の発展を模索した。

ソフトバンクの事例は、監査役会設置会社という

日本独自のガバナンス構造の中で、グローバル基

準の本質を維持しながら日本的経営文化との調和

を実現した点において、他の日本企業への示唆に

富む事例として位置付けられる。特に、独立性確

保と取締役会への直接報告体制の構築、品質管理

システムの体系化、リスク・ベース・アプローチ

の明文化という主要軸を通じて、段階的かつ実践

的な変革を実現している。

　他方、内部監査の将来像は、ＧＩＡＳが内部監

査機能を「過去の検証」から「未来の洞察」へと

根本的に転換させる考え方から推測できる。旧国

際基準での事後的な評価活動から、ＧＩＡＳが掲

げる価値創造・保全アプローチへの転換が実現さ

れつつある。この変革において最も注目すべき

は、内部監査の目的と機能の戦略的転換である。

「インサイト」と「フォーサイト」概念の導入に

より、洞察的分析と将来予測的視点を中核機能と

して位置付け、企業価値を創造、保全する能力を

高めるという能動的役割への転換を図っていくこ

とになる。この機能転換は、デジタル化の進展や

ＥＳＧ経営の浸透といった現代的課題への対応力

強化という側面も有している。これは不確実性が

増す今日のビジネス環境において、内部監査が単

なるチェック機能を超えて、組織の戦略的パート

ナーとしての社会的責任を果たすことを意味して

いる。今後、この変革モデルがいかに日本企業に

展開されていくかが重要な課題となる。

注
１ 日本内部監査協会（2018）、40 頁。
２ �日本内部監査協会（2014）「内部監査基準改訂

の背景及び主な改訂点」1-3 頁。

参考文献
ソフ�トバンク株式会社「内部監査規程」2024 年

５月１日付

ソフ�トバンク株式会社「内部監査規程」2025 年

５月１日付

日本�内部監査協会（2013）『International 

Professional Practices Framework（IPPF） 

2013 Edition 専門職的実施の国際フレーム

ワーク―2013 年版―』

日本��内部監査協会（2014a）「内部監査基準」

日本�内部監査協会（2014b）「内部監査基準改訂

の背景および主な改訂点」

日本�内部監査協会（2018）『International 

Professional Practices Framework（IPPF） 

2017 Edition 専門職的実施の国際フレーム

ワーク―2017 年版―』

IIA�（2024a）「Global Internal Audit Standards」

IIA�（2024b）「Global Internal Audit Standards（日

本語版）」



報　文

39内部監査 No.11

梁　　晸宇（ヤン　ジョンウ）

立命館アジア太平洋大学 国際経営学部 教授

韓国ソウル生まれ。立教大学大学院ビジネスデザイン研究科修士課程修了（経営学修士）。九州大学
大学院経済学府博士後期課程修了（経済学博士）。総合系コンサルティングファームや東証一部上場
企業にて内部監査等の業務に 10 年以上従事し、現在は立命館アジア太平洋大学国際経営学部にて
関連研究を行っている。公認内部監査人（ＣＩＡ）、内部統制評価指導士（ＣＣＳＡ）、公認リスク
管理監査人（ＣＲＭＡ）、公認情報システム監査人（ＣＩＳＡ）、米国公認会計士（ＵＳＣＰＡ）。



論　文

40 内部監査 No.11

近藤　正人（こんどう　まさと）

ソフトバンク株式会社 内部監査室 室長

中央大学卒業後、清水建設入社。営業・営業企画を経て監査部に配属。その後、上場を目指す 30
人程度のベンチャー企業の執行役員経営企画室長に就任。2008 年にソフトバンクＢＢ（現ソフト
バンク）入社、業務監査室に配属。2018 年から現職。内部監査経験年数は 20 年を超え、内部監査
関連の研修講師・寄稿など、経験を社会に還元する活動にも取り組んでいる。中央大学大学院戦略
経営研究科専門職学位課程修了（経営学修士（ＭＢＡ））、公認内部監査人（ＣＩＡ）、公認不正検査
士（ＣＦＥ）。



2025 年度「研究助成」
助成金給付対象案件

（研究課題及び申請者） 

審査結果

　当法人は、内部監査及び関連諸分野に関する調査研究を行っている研究者（准教授、助教等〈特
任教員を含む〉）に対し、その研究を奨励し、もって内部監査の理論及び実務の研究を推進するこ
とを目的として、研究助成制度を実施いたします。
　本研究助成制度は、2008 年より一般社団法人日本内部監査協会によって実施されてきたもので
すが、2021 年度より当研究所が引き継ぎ実施しております。

2025 年度の「研究助成」助成金給付対象は下記の２件に決定いたしました。

１

「�比較制度分析と行動経済学の観点から見た企業の内部統制制度：日本とカナダの企業
サーベイ」

朝岡　大輔 氏
　 （明治大学大学院商学研究科 准教授　京都大学経営管理大学院 客員准教授）

２
「明治期における日本の内部監査機能の形成に関する研究」
篠藤　涼子 氏
　 （大阪経済大学 経営学部 准教授）

41内部監査 No.11



内部監査 No.11（通巻第 11 号） 2025 年９月 30 日発行

編集・発行：
公益財団法人日本内部監査研究所　【URL】https://jiarf.org/
〒 104-0044　東京都中央区明石町１－３　明石町ツインクロス 404
電話（03）6264-3562　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ISSN 2759-7474

※無断転載を禁じます

https://jiarf.org/


内部監査　No.11
2025年９月 30日発行　第11号

公益財団法人日本内部監査研究所
Public Interest Incorporated Foundation

Japan Internal Audit Research Foundation

https://jiarf.org/

https://jiarf.org/

